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東電の追加賠償について、コールセンターや相談

知事に、若者のＵターン・定着促進のため奨学金返還支援を求めました。福島

県は、人口流出ワースト３位、独自の施策が必要です。県は５年前から奨学金返

還支援制度を実施していますが、年間１億円弱の予算に対して利用者は半分にと

県内の昨年の教員不足数

が 144 人で東北最大でした

が、今年は 240 人とさらに

100 人近く増加しました。講

師不足が要因ですが、県や

国の加配分は非正規の講師

で充当しており、その講師

が不足しているのです。 

県は、正規教員を増やす

ための国の標準法見直しを

待つのではなく、県独自の

対策として正規教員を増や

すべきです。 

４月から開始した全国初の「県農業経

営・就農支援センター」への相談件数は昨

年比で倍増しています。一方、「市町村など

身近な相談窓口を」との声が寄せられてお

り、各地にセンターと同様の体制を構築す

るよう求めました。 

 

４月、中通りや会津地方で凍霜害が発生、

県も独自支援を行います。防霜ファン（１

機約 100 万円）の設置費用を国・県で４分

の３補助します。農家からの「電気代が高

くて大変」との声を紹介し、電気代補助を

求めました。 

 

福島市の県立工業高校で、34 年経過

したバスケットゴールが老朽化で使用

不可になっている問題を指摘、直ちに予

算が計上されました。委員会で早期の修

理と全県立高校の総点検を求めました。 

 

トラブルだらけのマイナ保険証中止、インボイス中止、全国一

律最低賃金を 1,500 円に、物価高騰に見合う生活保護基準の引き

上げ、女性差別撤廃条約選択議定書採択等を求め討論しましたが、

他党の反対で否決されました。一方、汚染水海洋放出問題、原発

推進のＧＸ法、学校給食費無償化等、国にモノ言う議案は、いず

れも他党が継続審査扱いとしました。 

自民党は世論に押され、高等教育補助、最賃引き上げを盛りこ

んだ若者経済支援を求める意見書を提出、全会一致で可決されま

したが、同趣旨の共産党提案は反対または継続としました。 

県民から地元の電気店で省エネ家電を買い替えたと

きに４割増しのポイントが付く補助制度を継続してほ

しいとの要望が出され、再開を求めました。 

また、事業者の省エネ設備導入に最大４分の３の補

助が付く支援制度も、前回好評で抽選となったため、

もれた人も利用できるよう対応を求めました。 
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ご要望や困りごと、相談ごとは 

お気軽にお寄せください。 

 

大橋県議は、一般質問に立ち、原発

土台「ペデスタル」の安全対策、原発

賠償について、省エネ家電買い替え補

助、農業支援、大学の学費半減、奨学

金の返還支援、会計年度任用職員の処

遇改善、パートナーシップ制度導入な

どについて質問しました。 

日本はジェンダーギャップ指数世界 125 位、本県のジェン

ダー平等は政治・行政分野で全国 30 位台と低調です。パー

トナーシップ制度について、県は多様な性を認める立場だと

言いながら制度導入は市町村任せと非常に後ろ向きです。全

国で、県でも市町村でも制度未導入は宮城県と本県の２県の

みです。伊達市や富岡町は導入検討中であり、制度導入は誰

にとっても住みよい県づくりにつながると指摘しました。 

 

どまっています（下表）。 

窓口が混雑している事例が今でも続いています。東電の賠償受付体制の拡充や、相続な

どが必要な場合の説明を丁寧に行うことなどを求めました。賠償対象 148 万人に見合う

体制へ抜本的な強化が必要です。４月と６月に東電へ申し入れも行いました。 

 

◆２月県政報告中面の市町村出産祝い金は、県当

局の資料に基づき作成したものですが、一部誤

りがありましたこと、お詫びいたします。 

 

６月２７日 

知事は「（現行制度は）産業人材確保のため」と述べましたが、

県民・若者本位の制度へと見直すこと、大学の学費半減等も求め

ました。 


